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告 示

島根県告示第192号

次の医療機関は、救急病院等を定める省令（昭和39年厚生省令第８号）第１条第１項の救急病院に該当すると認めたの

で、同令第２条第１項の規定により告示する。

平成25年３月29日

島根県知事 溝 口 善兵衛

名 称 所 在 地 認 定 期 間

六日市病院 鹿足郡吉賀町六日市368番地４ 平成25年４月１日から平成28年３月31日まで

島根県告示第193号

漁船損害等補償法（昭和27年法律第28号）第112条の２第２項の規定による届出を審査した結果、次の加入区につい

て、同法第112条第１項の規定による同意があったと認めたので、同法第112条の２第３項及び漁船損害等補償法施行規則

（昭和27年農林省令第18号）第26条の３の規定により告示する。

平成25年３月29日

島根県知事 溝 口 善兵衛

五十猛加入区（漁業協同組合ＪＦしまね）

島根県告示第194号

島根県中小企業制度融資要綱（昭和47年島根県告示第239号）の一部を次のように改正する。

平成25年３月29日

島根県知事 溝 口 善兵衛

別表特別融資の部構造転換支援資金の項を次のように改める。

構造 中小企業者又 運転 120,000,000 年2.55 年2.40 12年以内 １年以 法人１ 取扱金 要 商工会 普通銀行

転換 は組合であっ 資金 円 パーセ パーセ 内据置 人以上 融機関 （年0.4 議所 商工中金

支援 て、次の要件の ント ント き 個人原 又は保 パーセ 商工会 信用金庫

資金 全てに該当し、 原則と 則とし 証協会 ント以 中央会 信用組合

構造転換に係る して元 て不要 の決定 上1.7パ 商工会 信連

基盤強化のため 金均等 に よ ーセン 連合会 農協

に既往借入金の 月賦 る。 ト 以 産業振 ＪＦしま

借換資金を必要 下） 興財団 ね

とするもの

⑴ 取扱金融

機関等の支

援体制が確

保されてい

ること。

⑵ 商工会議

所等の指導

第2,482号 島 根 県 報 平成25年３月29日
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第2,482号 島 根 県 報 平成25年３月29日

機関の指導

を継続して

受ける体制

が確保され

て い る こ

と。

⑶ 構造転換

に係る基盤

強 化 に よ

り、業況の

好転が明確

に計画され

て い る こ

と。

別表特別融資の部長期経営安定緊急資金の項を削り、同表の注の１中「構造転換支援資金（原油高関連分対象者に係る

ものに限る。）、収益体質強化資金、長期経営安定緊急資金及び資金繰り安定化対応資金の取扱期間は平成25年３月31日

保証承諾分までとし、おもてなし処整備支援資金」を「おもてなし処整備支援資金、収益体質強化資金及び資金繰り安定

化対応資金」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この告示は、平成25年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この告示による改正後の島根県中小企業制度融資要綱の規定は、平成25年４月１日以後の認定に係る融資について適

用し、同日前の認定に係る融資については、なお従前の例による。

島根県告示第195号

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において準用

する同法第５条第３項の規定により、次のとおり告示し、関係書類を縦覧に供する。

なお、この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について

意見を有する者は、この告示の日から４月以内に、次の４に定めるところにより意見を述べることができる。

平成25年３月29日

島根県知事 溝 口 善兵衛

１ 届出の概要

⑴ 大規模小売店舗の名称及び所在地

イオン菅田店 松江市学園二丁目228番地

⑵ 大規模小売店舗を設置する者の名称及び代表者の氏名並びに住所

イオンリテール株式会社 代表取締役 梅本 和典 千葉県千葉市美浜区中瀬一丁目５番地１

⑶ 変更した事項

大規模小売店舗を設置する者の代表者の氏名

（変更前）村井 正平

（変更後）梅本 和典

3



第2,482号 島 根 県 報 平成25年３月29日

⑷ 変更の年月日

平成25年３月１日

２ 届出年月日

平成25年３月15日

３ 届出及び添付書類の縦覧場所

松江市産業経済部産業振興課（松江市末次町86番地）

４ 意見書の提出先、意見書に記載すべき事項等

⑴ 意見書の提出先

松江市殿町１番地 島根県商工労働部中小企業課

⑵ 意見書に記載すべき事項

ア 氏名及び住所（団体にあってはその名称、代表者の氏名及び住所、法人にあってはその名称、代表者の氏名及び

主たる事務所の所在地）

イ アの記載事項についての公表の意思の有無

ウ 意見書の対象となる大規模小売店舗の名称及び所在地

エ 意見の内容

オ 意見を述べる理由

⑶ その他

意見書に記載する氏名は、自署によること。

島根県告示第196号

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において準用

する同法第５条第３項の規定により、次のとおり告示し、関係書類を縦覧に供する。

なお、この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について

意見を有する者は、この告示の日から４月以内に、次の４に定めるところにより意見を述べることができる。

平成25年３月29日

島根県知事 溝 口 善兵衛

１ 届出の概要

⑴ 大規模小売店舗の名称及び所在地

イオン出雲店 出雲市渡橋町1066番地外

⑵ 大規模小売店舗を設置する者の名称及び代表者の氏名並びに住所

イオンリテール株式会社 代表取締役 梅本 和典 千葉県千葉市美浜区中瀬一丁目５番地１

⑶ 変更した事項

大規模小売店舗を設置する者の代表者の氏名

（変更前）村井 正平

（変更後）梅本 和典

⑷ 変更の年月日

平成25年３月１日

２ 届出年月日

平成25年３月15日

３ 届出及び添付書類の縦覧場所

出雲市産業観光部産業振興課（出雲市今市町70番地）
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４ 意見書の提出先、意見書に記載すべき事項等

⑴ 意見書の提出先

松江市殿町１番地 島根県商工労働部中小企業課

⑵ 意見書に記載すべき事項

ア 氏名及び住所（団体にあってはその名称、代表者の氏名及び住所、法人にあってはその名称、代表者の氏名及び

主たる事務所の所在地）

イ アの記載事項についての公表の意思の有無

ウ 意見書の対象となる大規模小売店舗の名称及び所在地

エ 意見の内容

オ 意見を述べる理由

⑶ その他

意見書に記載する氏名は、自署によること。

島根県告示第197号

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において準用

する同法第５条第３項の規定により、次のとおり告示し、関係書類を縦覧に供する。

なお、この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について

意見を有する者は、この告示の日から４月以内に、次の４に定めるところにより意見を述べることができる。

平成25年３月29日

島根県知事 溝 口 善兵衛

１ 届出の概要

⑴ 大規模小売店舗の名称及び所在地

（仮称）イオン出雲食品館 出雲市天神町151外

⑵ 大規模小売店舗を設置する者の名称及び代表者の氏名並びに住所

イオンリテール株式会社 代表取締役 梅本 和典 千葉県千葉市美浜区中瀬一丁目５番地１

⑶ 変更した事項

大規模小売店舗を設置する者の代表者の氏名

（変更前）村井 正平

（変更後）梅本 和典

⑷ 変更の年月日

平成25年３月１日

２ 届出年月日

平成25年３月15日

３ 届出及び添付書類の縦覧場所

出雲市産業観光部産業振興課（出雲市今市町70番地）

４ 意見書の提出先、意見書に記載すべき事項等

⑴ 意見書の提出先

松江市殿町１番地 島根県商工労働部中小企業課

⑵ 意見書に記載すべき事項

ア 氏名及び住所（団体にあってはその名称、代表者の氏名及び住所、法人にあってはその名称、代表者の氏名及び

主たる事務所の所在地）
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イ アの記載事項についての公表の意思の有無

ウ 意見書の対象となる大規模小売店舗の名称及び所在地

エ 意見の内容

オ 意見を述べる理由

⑶ その他

意見書に記載する氏名は、自署によること。

島根県告示第198号

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において準用

する同法第５条第３項の規定により、次のとおり告示し、関係書類を縦覧に供する。

なお、この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について

意見を有する者は、この告示の日から４月以内に、次の４に定めるところにより意見を述べることができる。

平成25年３月29日

島根県知事 溝 口 善兵衛

１ 届出の概要

⑴ 大規模小売店舗の名称及び所在地

ゆめタウン斐川 出雲市斐川町大字上直江1321番地外

⑵ 大規模小売店舗を設置する者の名称及び代表者の氏名並びに住所

株式会社イズミ 代表取締役社長 山西 泰明 広島県広島市南区京橋町２番22号

⑶ 変更した事項

大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

（変更前）

小売業者 住 所 代表者名 変更年月日

（株）イズミ 広島県広島市南区京橋町２番22号 山西 泰明

フクハラアーシャル（株） 島根県大田市大田町大田イ736－12 福原 健治 平成25年１月14日退店

（株）タカキベーカリー 広島県広島市安芸区中野東３丁目７番１号 高木 誠一 平成23年11月15日退店

（有）坂根屋 島根県出雲市今市町890番地 坂根 悦夫

四方田 芳治 島根県出雲市今市町北本町５－５－19 四方田 芳治 平成14年６月30日退店

笹川 光吉 滋賀県大津市京町４丁目４番20号 笹川 光吉 平成16年11月30日退店

（有）春光社 島根県大田市大田町大田ロ947－16 大野 義治 平成18年４月23日退店

（有）オカ 島根県簸川郡斐川町直江町5381番地２ 岡 寛志

槙野 薫 島根県簸川郡斐川町大字上直江981－２ 槙野 薫 平成19年９月２日退店

（株）三城 東京都中央区日本橋室町２丁目４番２号 多根 幹雄

（株）タカラブネ 京都府久世郡久御山町大字佐山小字双栗37 新開 純也

番地の１

（有）フジカラースポット 島根県簸川郡斐川町上直江1301－１ 藤江 康典 平成25年１月６日退店

（株）ワールド通信 島根県八束郡鹿島町大字名分1127－９ 井上 紀子 平成14年１月31日退店

（変更後）

小売業者 住 所 代表者名 変更年月日

（株）イズミ 広島県広島市南区京橋町２番22号 山西 泰明

（有）坂根屋 島根県出雲市今市町890番地 坂根 悦夫
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（有）オカ 島根県出雲市斐川町直江町5381番地２ 岡 寛志 平成23年10月１日住居

表示変更

（株）三城 東京都中央区銀座一丁目７番７号 多根 幹雄 平成21年12月１日住所

変更

（株）スイートガーデン 兵庫県神戸市西区高塚台五丁目４番地１ 清水 元 平成15年７月１日社名

変更

平成24年６月19日代表

者変更

平成25年３月４日住所

変更

（有）おもちゃのタマキ 島根県出雲市平田町1319番地29 玉木 輝久 平成16年12月１日入店

（株）ナカスカコーポレー 広島県広島市安佐南区西原９－１－４ 中須賀 賢一 平成22年９月17日入店

ション

（有）泉生花店 鳥取県米子市紺屋町119番地２ 泉 悦子 平成20年７月20日入店

２ 届出年月日

平成25年３月19日

３ 届出及び添付書類の縦覧場所

出雲市産業観光部産業振興課（出雲市今市町70）

４ 意見書の提出先、意見書に記載すべき事項等

⑴ 意見書の提出先

松江市殿町１番地 島根県商工労働部中小企業課

⑵ 意見書に記載すべき事項

ア 氏名及び住所（団体にあってはその名称、代表者の氏名及び住所、法人にあってはその名称、代表者の氏名及び

主たる事務所の所在地）

イ アの記載事項についての公表の意思の有無

ウ 意見書の対象となる大規模小売店舗の名称及び所在地

エ 意見の内容

オ 意見を述べる理由

⑶ その他

意見書に記載する氏名は、自署によること。

島根県告示第199号

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において準用

する同法第５条第３項の規定により、次のとおり告示し、関係書類を縦覧に供する。

なお、この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について

意見を有する者は、この告示の日から４月以内に、次の４に定めるところにより意見を述べることができる。

平成25年３月29日

島根県知事 溝 口 善兵衛

１ 届出の概要

⑴ 大規模小売店舗の名称及び所在地

イオン益田店 益田市乙吉町イ95番地10外
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⑵ 大規模小売店舗を設置する者の名称及び代表者の氏名並びに住所

イオンリテール株式会社 代表取締役 梅本 和典 千葉県千葉市美浜区中瀬一丁目５番地１

⑶ 変更した事項

ア 大規模小売店舗を設置する者の代表者の氏名

（変更前）村井 正平

（変更後）梅本 和典

⑷ 変更の年月日

平成25年３月１日

２ 届出年月日

平成25年３月15日

３ 届出及び添付書類の縦覧場所

益田市産業経済部産業支援センター（益田市常盤町１番１号）

４ 意見書の提出先、意見書に記載すべき事項等

⑴ 意見書の提出先

松江市殿町１番地 島根県商工労働部中小企業課

⑵ 意見書に記載すべき事項

ア 氏名及び住所（団体にあってはその名称、代表者の氏名及び住所、法人にあってはその名称、代表者の氏名及び

主たる事務所の所在地）

イ アの記載事項についての公表の意思の有無

ウ 意見書の対象となる大規模小売店舗の名称及び所在地

エ 意見の内容

オ 意見を述べる理由

⑶ その他

意見書に記載する氏名は、自署によること。

島根県告示第200号

国土調査法（昭和26年法律第180号）第19条第２項の規定により、地籍調査の成果を次のとおり認証したので、同条第

４項の規定により告示する。

平成25年３月29日

島根県知事 溝 口 善兵衛

調査を行った時期 調査を行った地域 認証年月日
調査を行っ 成果の名称

た者の名称 地籍図 地籍簿

鹿足郡吉賀町 平成18年度～24年度 44枚 １冊 九郎原 平成25年３月18日

島根県告示第201号

港湾法（昭和25年法律第218号）第３条の３第９項の規定により、浜田港港湾計画の変更（軽易な変更）の概要を次の

とおり告示する。

平成25年３月29日

島根県知事 溝 口 善兵衛

１ 港湾計画の概要
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平成９年島根県告示第386号によりその概要を告示し、平成11年島根県告示第298号、平成16年島根県告示第271号及

び平成20年島根県告示第988号により計画の変更（軽易な変更）を告示し、並びに平成24年島根県告示第674号により計

画の変更を告示した浜田港港湾計画について、船舶の大型化に対応するため変更した事項は、次のとおりである。

小型船だまり計画

地 区 名 施 設 名 規 模

長浜地区（長浜北小型船だまり） 小型桟橋 １基（延長120メートルうち100メー

トル既設）

泊地 水深 ６メートル

面積 １ヘクタール

２ 港湾計画の縦覧の場所

松江市殿町８番地 島根県土木部港湾空港課

島根県告示第202号

島根県営住宅条例（昭和34年島根県条例第49号）第12条第２項の規定により、利便性に係る数値を次のとおり定めたの

で、島根県営住宅条例施行規則（昭和37年島根県規則第64号）第６条の規定により告示し、平成25年４月１日から施行す

る。

島根県営住宅条例の規定に基づく利便性に係る数値（平成22年島根県告示第102号）は、廃止する。

平成25年３月29日

島根県知事 溝 口 善兵衛

所 在 地 団地の名称 区 分 竣工年度 利便性に係る数値

松江市 幸町 高層耐火構造10階建 平成４ 0.98

平成５

長者原 中層耐火構造４階建 昭和61 0.93

中層耐火構造３階建 昭和61 （第313号の住戸に

あっては、0.95）

山代 耐火構造２階建 平成７ 0.94

古志原 中層耐火構造４階建 平成４ 0.94

平成５

浜佐陀 中層耐火構造３階建 平成４ 0.92

中層耐火構造４階建 平成５

淞北台 中層耐火構造４階建 昭和44 0.92

昭和45

昭和46

昭和47

第二山代 簡易耐火構造２階建 昭和52 0.93

中層耐火構造４階建 昭和58 0.94

昭和59 （第２号棟第104号

の住戸にあって

は、0.96）

八幡 中層耐火構造４階建 昭和49 0.89

八重垣 中層耐火構造４階建 昭和51 0.92
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昭和52 （第916号及び第

昭和53 1113号の住戸にあ

っては、0.94）

茶臼山 中層耐火構造４階建 昭和53 0.91

昭和54 （第312号の住戸に

あっては、0.93）

比津が丘 中層耐火構造４階建 昭和55 0.93

中層耐火構造３階建 昭和56 （第４号棟第106

昭和57 号、第５号棟第104

高層耐火構造10階建 昭和56 号及び第８号棟第

昭和57 104号の住戸にあっ

高層耐火構造９階建 昭和58 ては、0.95）

湖北 中層耐火構造４階建 昭和58 0.89

東津田 中層耐火構造４階建 昭和58 0.93

第二淞北台 中層耐火構造３階建 昭和60 0.92

昭和61 （第212号、第411

昭和62 号及び第612号の住

戸にあっては、

0.94）

新古曽志 中層耐火構造３階建 昭和63 0.93

平成元

平成２

平成３

平成４

津田明神 中層耐火構造３階建 昭和63 0.96

西津田 中層耐火構造４階建 平成元 0.93

東光台 耐火構造２階建 平成３ 0.92

古江 中層耐火構造４階建 平成14 0.92

中層耐火構造３階建 平成14

湯町 簡易耐火構造２階建 昭和50 0.81

宍道緑が丘 中層耐火構造３階建 平成14 0.84

耐火構造２階建 平成14

揖屋 中層耐火構造４階建 平成元 0.807

平成２

中層耐火構造３階建 平成２

中層耐火構造５階建 平成22 0.8237

（第422号、第423

号、第432号、第

433号、第442号、

第443号、第452号

及び第453号の住戸

に あ っ て は 、
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0.8239）

羽入 中層耐火構造４階建 昭和54 0.784

昭和55

平成24 0.809

南廻山 木造２階建 平成22 0.825

（第111号、第121

号、第212号及び第

222号の住戸にあっ

ては、0.8257）

浜田市 緑ヶ丘 高層耐火構造10階建 平成６ 0.99

周布 中層耐火構造３階建 平成元 0.92

平成２

汐入 中層耐火構造４階建 昭和52 0.95

昭和53 （第115号及び第

116号の住戸にあっ

ては、0.97）

昭和55 0.93

平成８ 0.97

平成９

平成10

木造２階建 平成24

浜田漁民 中層耐火構造４階建 昭和45 0.93

昭和46

二反田 中層耐火構造３階建 平成10 0.99

平成11

石原 中層耐火構造４階建 昭和55 0.95

昭和57 （第213号及び第

313号の住戸にあっ

ては、0.97）

黒川 中層耐火構造４階建 昭和58 0.97

昭和59

日脚 中層耐火構造３階建 昭和61 0.94

昭和62 （第313号及び第

昭和63 414号の住戸にあっ

ては、0.96）

笠柄 中層耐火構造３階建 平成２ 0.97

平成３

平成４

平成５

片庭 高層耐火構造６階建 平成21 1.00

三隅駅前 中層耐火構造４階建 昭和59 0.88

向野田 木造２階建 昭和59 0.88
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第二向野田 木造２階建 昭和59 0.89

出雲市 天神 中層耐火構造４階建 昭和42 0.97

昭和44

平成５ 0.98

平成７

中層耐火構造３階建 平成３

平成４

平成７

上島 簡易耐火構造２階建 昭和40 0.91

古志 中層耐火構造４階建 昭和45 0.95

昭和46

小山 中層耐火構造４階建 昭和47 0.97

昭和49

昭和50

昭和51

一の谷 中層耐火構造４階建 昭和53 0.96

昭和54 （第115号、第314

昭和55 号及び第315号の住

戸にあっては、

0.98）

大津 中層耐火構造４階建 昭和57 0.97

昭和58

昭和59

中層耐火構造３階建 昭和58

塩冶 中層耐火構造３階建 昭和61 0.98

中層耐火構造４階建 昭和63

有原 中層耐火構造３階建 平成２ 0.98

今市 耐火構造２階建 平成15 1.00

中層耐火構造５階建 平成16

灘分 中層耐火構造３階建 平成７ 0.97

牧戸 中層耐火構造４階建 昭和49 0.96

中層耐火構造３階建 平成12 0.98

平成13

小境 簡易耐火構造２階建 昭和57 0.95

昭和61

中層耐火構造３階建 昭和58

昭和60

昭和61

駅南 中層耐火構造３階建 平成６ 1.00

山内 中層耐火構造３階建 平成14 0.98

耐火構造２階建

中層耐火構造３階建 平成15
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耐火構造２階建

直江 中層耐火構造３階建 昭和62 0.96

昭和63 （第312号の住戸に

平成３ あっては、0.98）

荘原 中層耐火構造３階建 平成８ 0.99

平成９

平成10

益田市 染羽 中層耐火構造３階建 昭和59 0.97

沖田 中層耐火構造３階建 平成元 0.98

久城 耐火構造２階建 平成17 1.00

平成18

平成20

中層耐火構造４階建 平成21

久城東 中層耐火構造３階建 昭和62 0.97

（第013号の住戸に

あっては、0.99）

矢田 中層耐火構造３階建 平成２ 0.97

高津 中層耐火構造４階建 平成４ 0.98

平成５

平成７

中層耐火構造３階建 平成４

原浜 中層耐火構造４階建 昭和56 0.96

昭和57 （第312号の住戸に

昭和58 あっては、0.98）

中層耐火構造３階建 昭和57

高角 中層耐火構造３階建 昭和59 0.95

昭和60

昭和61

昭和62

平成元

土井 木造２階建 昭和59 0.96

新矢田 中層耐火構造３階建 昭和63 0.98

吉田南 中層耐火構造３階建 平成４ 0.98

平成５

飯田 中層耐火構造３階建 平成８ 0.99

平成９

平成10

吉田 高層耐火構造６階建 平成15 1.00

仙道 木造２階建 平成19 0.96

平成20

大田市 沢田 中層耐火構造３階建 平成11 0.99

平成12
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平成13

平成18

諸友 中層耐火構造３階建 昭和55 0.97

（第113号及び第

213号の住戸にあっ

ては、0.99）

安来市 臼井 耐火構造２階建 平成16 1.00

平成18

平成19

中層耐火構造３階建 平成17

東臼井 中層耐火構造４階建 平成12 1.00

耐火構造２階建

中層耐火構造４階建 平成13

中層耐火構造３階建

神塚 中層耐火構造３階建 平成11 1.00

平成12

和田 中層耐火構造４階建 昭和59 0.97

昭和62

昭和63

江津市 星島 簡易耐火構造平家建 昭和42 0.94

沖の浜 簡易耐火構造２階建 昭和51 0.91

昭和52

新星島 中層耐火構造４階建 昭和54 0.97

昭和55 （第111号及び第

昭和56 113号の住戸にあっ

昭和57 ては、0.99）

青山 中層耐火構造３階建 昭和59 0.95

昭和60

昭和61

昭和62

渡津 中層耐火構造３階建 平成７ 0.99

平成８

江津中央 中層耐火構造４階建 平成19 1.00

東高浜 中層耐火構造４階建 平成23 1.00

雲南市 上郡 中層耐火構造３階建 昭和56 0.94

昭和57

飯石郡飯南町 赤名 準耐火構造２階建 平成21 0.96

平成22

木造２階建 平成23

鹿足郡津和野町 桂川 簡易耐火構造２階建 昭和53 0.95

昭和54

青原 簡易耐火構造２階建 昭和50 0.91
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鹿足郡吉賀町 溝上 簡易耐火構造２階建 昭和51 0.93

昭和52

皆富 簡易耐火構造２階建 昭和56 0.94

昭和57

隠岐郡西ノ島町 新由良 木造２階建 平成12 0.98

木造平家建 平成12

隠岐郡隠岐の島町 船原 中層耐火構造３階建 平成14 0.98

宮城ヶ丘 中層耐火構造３階建 昭和55 0.96

昭和56

昭和57

月無 中層耐火構造３階建 平成11 0.99

島根県告示第203号

島根県営住宅条例（昭和34年島根県条例第49号）第50条第１項の規定により、入居者駐車場の使用料を次のとおり定め

たので、島根県営住宅条例施行規則（昭和37年島根県規則第64号）第19条第２項の規定により告示し、平成25年４月１日

から施行する。

島根県営住宅条例の規定による入居者駐車場の使用料（平成22年島根県告示第177号）は、廃止する。

平成25年３月29日

島根県知事 溝 口 善兵衛

所 在 地 団地の名称 使 用 料

松江市 幸町団地 1,785円

長者原団地 1,680円

山代団地 1,575円

古志原団地 1,785円

浜佐陀団地 1,470円

淞北台団地 －

（630円）

第二山代団地 1,680円

八幡団地 1,365円

八重垣団地 1,575円

茶臼山団地 1,575円

比津が丘団地 1,785円

湖北団地 1,470円

東津田団地 1,680円

第二淞北台団地 1,680円

新古曽志団地 1,575円

津田明神団地 1,785円

西津田団地 1,470円

東光台団地 1,470円

古江団地 1,470円

湯町団地 －
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（420円）

宍道緑が丘団地 1,470円

揖屋団地 1,470円

羽入団地 －

（315円）

南廻山団地 1,470円

浜田市 緑ヶ丘団地 1,680円

周布団地 1,365円

汐入団地１ 1,575円

汐入団地２ 1,470円

汐入団地３ 1,470円

汐入団地４ 1,680円

浜田漁民団地 1,575円

二反田団地 1,680円

石原団地 1,575円

黒川団地 1,575円

日脚団地 1,470円

笠柄団地 1,785円

片庭団地 2,100円

三隅駅前団地 1,260円

向野田団地 1,260円

第二向野田団地 1,260円

出雲市 天神団地 1,575円

上島団地 －

（210円）

古志団地 1,260円

小山団地 1,785円

一の谷団地 1,470円

大津団地 1,575円

塩冶団地 1,680円

有原団地 1,680円

今市団地 1,575円

灘分団地 1,260円

牧戸団地 1,365円

小境団地 1,260円

駅南団地 1,575円

山内団地 1,260円

直江団地 1,260円

荘原団地 1,470円

益田市 染羽団地 1,575円

沖田団地 1,785円

久城団地 1,470円
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久城東団地 1,365円

矢田団地 1,365円

高津団地 1,680円

原浜団地 1,470円

高角団地 1,470円

土井団地 1,470円

新矢田団地 1,470円

吉田南団地 1,680円

飯田団地 1,470円

吉田団地 1,890円

仙道団地 1,050円

大田市 沢田団地 1,365円

諸友団地 1,470円

安来市 臼井団地 1,785円

東臼井団地 1,680円

神塚団地 1,470円

和田団地 1,575円

江津市 沖の浜団地 －

（315円）

新星島団地 1,470円

青山団地 1,365円

渡津団地 1,365円

江津中央団地 1,575円

東高浜団地 1,470円

飯石郡飯南町 赤名団地 1,155円

鹿足郡津和野町 桂川団地 －

（315円）

鹿足郡吉賀町 溝上団地 －

（210円）

皆富団地 －

（105円）

隠岐郡西ノ島町 新由良団地 1,260円

隠岐郡隠岐の島町 船原団地 1,260円

宮城ヶ丘団地 1,260円

月無団地 1,365円

備考

１ 使用料は、１駐車区画当たりの月額使用料である。

２ 入居者が２駐車区画の使用許可を受けた場合の２台目の駐車区画の使用料は、上表に掲げる使用料の２倍とす

る。

３ 使用料には、消費税及び地方消費税を含む。

４ （ ）内の使用料は、未整備の駐車区画に対して適用される使用料である。

５ 「汐入団地１」は「汐入団地の１号棟及び２号棟」を、「汐入団地２」は「汐入団地の３号棟」を、「汐入団
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地３」は「汐入団地の新５号棟、新６号棟及び新７号棟」を、「汐入団地４」は「汐入団地の８号棟、９号棟及

び10号棟」を示す。

訓 令

島根県訓令第２号

本 庁

地方機関

島根県住民基本台帳ネットワークシステム運用管理規程（平成14年島根県訓令第18号）の一部を次のように改正する。

平成25年３月29日

島根県知事 溝 口 善兵衛

第10条第１項中「に、」を「に置く場合にあっては」に改め、「情報政策課長」の次に「と、本庁及び地方機関の庁舎

以外の施設に置く場合にあっては情報政策課長」を加える。

附 則

この訓令は、平成25年３月29日から施行する。

公 告

特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第44条第１項の規定により、認定特定非営利活動法人の認定をしたの

で、同法第49条第２項の規定により次のとおり公告する。

平成25年３月29日

島根県知事 溝 口 善兵衛

１ 認定特定非営利活動法人の名称

特定非営利活動法人あしぶえ

２ 代表者の氏名

園山 土筆

３ 主たる事務所の所在地

島根県松江市八雲町平原481番地１

４ 認定の有効期間

平成25年３月５日から平成30年３月４日まで

特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第44条第１項の規定により、認定特定非営利活動法人の認定をしたの

で、同法第49条第２項の規定により次のとおり公告する。

平成25年３月29日

島根県知事 溝 口 善兵衛

１ 認定特定非営利活動法人の名称

特定非営利活動法人療育センター燦々

２ 代表者の氏名

佐藤 比登美

３ 主たる事務所の所在地

18



島根県出雲市平田町2944番地１

４ 認定の有効期間

平成25年３月７日から平成30年３月６日まで

特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第58条第１項の規定により、仮認定特定非営利活動法人の仮認定をした

ので、同法第62条において準用する同法第49条第２項の規定により次のとおり公告する。

平成25年３月29日

島根県知事 溝 口 善兵衛

１ 仮認定特定非営利活動法人の名称

特定非営利活動法人まちづくりネットワーク島根

２ 代表者の氏名

山本 謙

３ 主たる事務所の所在地

島根県松江市古志原五丁目２番43号

４ 仮認定の有効期間

平成25年３月１日から平成28年２月29日まで

特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第58条第１項の規定により、仮認定特定非営利活動法人の仮認定をした

ので、同法第62条において準用する同法第49条第２項の規定により次のとおり公告する。

平成25年３月29日

島根県知事 溝 口 善兵衛

１ 仮認定特定非営利活動法人の名称

特定非営利活動法人まごころサービス松江センター

２ 代表者の氏名

勝部 加代

３ 主たる事務所の所在地

島根県松江市古志原一丁目14号

４ 仮認定の有効期間

平成25年３月１日から平成28年２月29日まで

測量法（昭和24年法律第188号）第14条第２項の規定により、次の基本測量は、平成25年２月28日に終了した旨国土交

通省国土地理院長から通知を受けたので、同条第３項の規定により公告する。

平成25年３月29日

島根県知事 溝 口 善兵衛

１ 作業種類

基本測量（国土調査に伴う基準点測量）

２ 作業期間

平成24年８月１日から平成25年２月28日まで

第2,482号 島 根 県 報 平成25年３月29日
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３ 作業地域

浜田市

測量法（昭和24年法律第188号）第14条第２項の規定により、次の基本測量は、平成25年２月28日に終了した旨国土交

通省国土地理院長から通知を受けたので、同条第３項の規定により公告する。

平成25年３月29日

島根県知事 溝 口 善兵衛

１ 作業種類

基本測量（精密測地網高度地域基準点測量 新ジオイド・モデル精度評価）

２ 作業期間

平成24年10月１日から平成25年２月28日まで

３ 作業地域

出雲市、益田市、大田市

都市計画法（昭和43年法律第100号）第20条第１項の規定による都市計画の決定に係る図書の写しの送付を受けたの

で、同法第20条第２項の規定により、次のとおり縦覧に供する。

平成25年３月29日

島根県知事 溝 口 善兵衛

１ 都市計画の種類

出雲都市計画臨港地区

２ 都市計画を定める土地の区域

出雲市多伎町口田儀の一部

３ 縦覧場所

島根県土木部都市計画課

都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項において準用する同法第20条第１項の規定による都市計画の変更に

係る図書の写しの送付を受けたので、同法第21条第２項において準用する同法第20条第２項の規定により、次のとおり縦

覧に供する。

平成25年３月29日

島根県知事 溝 口 善兵衛

１ 都市計画の種類

松江都市計画（松江国際文化観光都市建設計画）特別用途地区

２ 都市計画を定める土地の区域

松江市東出雲町域の準工業地域

３ 縦覧場所

島根県土木部都市計画課

雑 報
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公営住宅法（昭和26年法律第193号）第47条第１項の規定により、江津市に代わって市営住宅及び共同施設を次のとお

り管理することとしたので、同条第２項の規定により公告する。

平成25年３月29日

島根県住宅供給公社理事長 錦 織 厚 雄

１ 江津市に代わって市営住宅及び共同施設の管理を代行する地方住宅供給公社の名称

島根県住宅供給公社

２ 江津市に代わって住宅の管理を代行する市営住宅

市営江津中央団地外23団地及び共同施設

３ 江津市に代わって行う市営住宅の管理の内容

⑴ 江津市営住宅管理条例（平成９年江津市条例第31号）に規定する事務のうち次に掲げるもの

条 項 事 務 の 内 容

第４条 入居者の公募の方法に関する事務

第５条 公募の例外に関する事務

第８条 入居の申込み及び決定に関する事務

第９条 入居者の選考に関する事務

第10条 入居補欠者決定に関する事務

第11条 入居の手続きに関する事務

第12条 市営住宅の同居承認に関する事務

第13条 入居の承継に関する事務

第21条 市営住宅等の修繕費用の負担に関する事務

第25条 市営住宅不在届に関する事務

第27条 市営住宅の他用途併用承認に関する事務

第28条 市営住宅の模様替（増築）承認に関する事務

第32条第１項、第２項及び第４項 高額所得者に対する明渡請求に関する事務

第34条 収入超過者に対する他の住宅のあっせんに関する事務

第35条第１項 入居期間の通算に関する事務

第41条第１項 市営住宅の退去手続きに関する事務

第42条第１項、第５項及び第６項 市営住宅の明渡請求に関する事務

第55条 市営住宅管理人に関する事務

第56条 立入検査に関する事務

⑵ 江津市営住宅の家賃の収納に関する事務

⑶ 江津市営住宅の家賃の納付指導に関する事務

⑷ 江津市営住宅の駐車場の管理に関する事務

４ 江津市に代わって市営住宅及び共同施設の管理を行う期間

平成25年４月１日から平成28年３月31日までの期間
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公営住宅法（昭和26年法律第193号）第47条第１項の規定により、隠岐の島町に代わって公営住宅及び共同施設を次の

とおり管理することとしたので、同条第２項の規定により公告する。

平成25年３月29日

島根県住宅供給公社理事長 錦 織 厚 雄

１ 隠岐の島町に代わって公営住宅及び共同施設の管理を代行する地方住宅供給公社の名称

島根県住宅供給公社

２ 隠岐の島町に代わって住宅の管理を代行する公営住宅

隠岐の島町公営住宅要木団地外22団地及び共同施設

３ 隠岐の島町に代わって行う公営住宅の管理の内容

⑴ 隠岐の島町公営住宅管理条例（平成16年隠岐の島町条例第193号）に規定する事務のうち次に掲げるもの

条 項 事 務 の 内 容

第４条 入居者の公募の方法に関する事務

第５条 公募の例外に関する事務

第８条 入居の申込み及び決定に関する事務

第９条 入居者の選考に関する事務

第10条 入居補欠者決定に関する事務

第11条 住宅入居の手続きに関する事務

第12条 同居承認に関する事務

第13条 入居の承継に関する事務

第21条 修繕費用の負担に関する事務

第25条 公営住宅休止届に関する事務

第27条 公営住宅の他用途併用承認に関する事務

第28条 公営住宅の模様替（増築）承認に関する事務

第32条第１項から第３項まで 高額所得者に対する明渡請求に関する事務

第34条 収入超過者に対する他の住宅のあっせんに関する事務

第35条第１項 入居期間の通算に関する事務

第41条第１項 公営住宅の退去手続きに関する事務

第42条 公営住宅の明渡し請求に関する事務

第55条 公営住宅管理人に関する事務

第56条 立入検査に関する事務

⑵ 隠岐の島町公営住宅の家賃の収納に関する事務

⑶ 隠岐の島町公営住宅の家賃の納付指導に関する事務

４ 隠岐の島町に代わって公営住宅及び共同施設の管理を行う期間

平成25年４月１日から平成28年３月31日までの期間
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